国家公務員の政治活動の自由をめぐる二つの東京高裁判決 : 堀越事件判決と世田谷事件判決の意義　 by 長岡 徹 & Toru Nagaoka
は じ め に





(2010年３月29日, 以下, 堀越事件判決) と,
世田谷事件判決
(２)














法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 37(1208)
(１) 堀越事件判決は判例集未搭載であるが, 判例データベースに収集され
ている｡ LEX/DB文献番号25463161, LexisNexis JP独自収集判決｡
(２) 世田谷事件判決は判例集未搭載であるが, 判例データベースに収集さ
れている｡ LEX/DB文献番号25463429, LexisNexis JP独自収集判決｡
量の余地のない相談業務に携わる職員であったのに対し, 世田谷事件の被
告人は厚生労働省課長補佐であったことであろう｡ 上記のそれぞれの配布
行為に対し, 国公法102条１項, 110条１項19号 (以下, 本件法律), 人事
院規則14－7 (以下, 本件規則) ６項７号 (堀越事件については６項７号
に加え６項13号 (５項３号)) の適用が問われた事件である｡












































































法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 39(1206)
したにとどまるものである｡ そのような本件配布行為について, 本件
罰則規定における上記のような法益を侵害すべき危険性は, 抽象的な


















































40(1205) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(４) 猿払事件旭川地判1968.3.15下刑集10巻３号293頁｡




























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 41(1204)
随的制約にすぎない, と評価する点に特色と同時に問題がある｡ しかし,
本判決は, 表現の自由に対する ｢間接的, 付随的制約｣ という評価を下し
ていない｡ ｢本件で問題とされている配布行為については, 基本的に, 表
現行為としてとらえられるべき場合が多い｣ という正当な認識が示されて
いる｡ 他の政治的行為の禁止については判断しないが, 少なくとも配布行





































































により, 政治的党派, 殊に組織性, 内部統制の強い政治的党派の活動

























































44(1201) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(５) 拙稿 ｢公務員の政治的行為の自由と 『合理的関連性の基準』｣ 初宿・
米沢・松井・市川・土井編佐藤幸治先生古稀記念論文集 『国民主権と法の
支配』 (下巻) 239頁, 24347頁 (2008年・成文堂)
(６) 香城敏麿 ｢猿払事件最高裁判所判例解説｣ 法曹時報27巻11号86頁
(1975年)｡ 後に同 『憲法解釈の法理』 39頁 (2004年・信山社) 所収｡ ｢合
理的で必要な行動類型規制の基準｣ という言葉も, ｢予防的な制度的措置｣
(香城解説の強い影響は, 本件規制を ｢予防的な制度的措置｣ であると性
























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 45(1200)
という言葉も, 猿払事件判決中には出てこない｡ いずれも香城調査官解説
が用い始めた用語である｡ 後者の用語は ｢予防的規制｣ という言葉で堀越














最後に, 適用違憲の主張に対しては, 本件法律および本件規定は ｢全面





























































そうした議論を採用せずに, ｢公務員の政治的中立性｣ の維持, 確保とい
う手段であると同時に目的であるものを介在させて, 合理的関連性を包括





法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 47(1198)
んである
(８)















































48(1197) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(８) 猿払事件判決に対する批判的批評は枚挙にいとまがない｡ 主な文献に
ついては, 拙稿・前掲注５, 240頁以下, 君塚正臣 ｢適用違憲 『原則』 に
ついて 猿払事件を端緒とする再検討｣ 横浜国際経済法学15巻１号１頁,
10頁以下 (2006年) を参照｡
るという関係に立つことになる｣ といい, ｢したがって, 公務員の政治的
活動の規制をどのように考えるは, 国民がこの点をどのように考えるか,
ひとえに国民の法意識にかかってくるものである｣ という｡ そして, ｢こ
のような国民の法意識は, 時代の進展や政治的, 社会的状況の変動によっ
て変容してくるものである｣ から, ｢『合理的関連性』 の存否は, そのよう
な観点から, 常に検証されるべきである｣ という｡ 本件規則制定時から猿
払事件判決に至る時期には ｢有機的統一体として公務全体をとらえ, 公務
員の政治的活動の影響を, 累積的, 波及的に考える合理的な基礎が当時の
社会にはあったというべきであって, その意味で, 猿払事件判決は, 当時
の時代的背景や社会的状況に即し, その結論には正当なものがあったとい










のであれば, おそらく異論はないであろう｡ しかし, 人権制約の合憲性の
判断基準として ｢国民の法意識｣ をもちだすことには, 客観性を欠く等の
批判があるかも知れない｡ 世田谷事件判決が猿払事件判決当時と立法事実
の認識に基本的に変化はないというのと同様に, 堀越判決の依拠した ｢国
民の法意識の変化｣ も検証不能というべきかも知れない｡ また, 基本的人
権の保障, とりわけ精神的自由の保障の成否を ｢国民の法意識｣ にかから
論
説
法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 49(1196)
しめることの危険性は留意されてよいであろう｡ しかしこのような曖昧さ
は, 目的手段関係を ｢合理性｣ のレベルで審査しようとする際には不可避
的なものである (だからこそ, 合理的関連性の基準ではなく, 厳格な審査
が必要だと私は考える)｡ 猿払事件判決自身が, 外国の法制度を参照する
下級審に応答する中で, 基本的人権制約の合理性の判断基準が ｢国民の権















































50(1195) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(９) 国籍法違憲訴訟最大判2008.6.4 民集62巻６号1367頁｡
たのである｡ つまり, 目的手段関係の合理的関連性は, 20年間の ｢社会
通念｣ や国民の ｢意識｣ の変化を含む ｢我が国における社会的, 経済的環
境等の変化｣ や, 諸外国の法制の変動を背景にして検証し直す必要がある
と, 国籍法違憲判決は認めていると考えられる｡
結局, 目的手段関係の ｢合理性｣ を審査する際には, 堀越事件判決のよ
うに ｢時代の進展, 政治的, 社会的状況の変動等を受けた国民の法意識の





















法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 51(1194)
(10) 猿払事件札幌高判1969.6.24刑集28巻９号688頁, 判例時報560号30頁｡



















































52(1193) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(11) 藤木英雄 ｢公務員の政治活動と刑事罰｣ 判時757号16頁 (1974年), 曽
根威彦 ｢地裁判決を読んで｣ 法時増刊 ｢新たな監視社会と市民的自由の現



















































































用の違憲性｣ 法時増刊 ｢新たな監視社会と市民的自由の現在｣ 156頁
(2006年), 市川正人 ｢付随的違憲審査制における下級審の役割・考 国
公法・社会保険事務所職員事件を素材として｣ 初宿・米沢・松井・市川・
土井編佐藤幸治先生古稀記念論文集 『国民主権と法の支配』 (上巻) 357頁
(2008年・成文堂)｡



























める｣ ことを要求する基準であり, ｢各規定を子細に検討した上, その全
体から読み取ることのできる趣旨｣ に基づく限定解釈であることを最低限
要求する基準であるという｡ しかしながら, そもそも, 札幌税関検査訴訟
論
説






判決が示した輸入禁制品としての ｢風俗を害すべき書籍, 図画｣ という要









この判決は福岡県条例の禁止する ｢淫行｣ 行為を ｢広く青少年に対する性


















































(21) 同上, 伊藤反対意見｡ 谷口反対意見, 島谷反対意見も同旨｡
(22) 戸松秀則 『憲法訴訟』 (第２版) 239頁 (2008年・有斐閣)｡
(23) 同上, 238頁｡ ただし, 戸松が挙げているのは総理府統計局事件控訴
あろう｡ 憲法上必要とされる限定を読み取ることができないのであるから,


























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 57(1188)
審判決, 東京高判1972.4.5 判時665号29頁である｡




















































































法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 59(1186)












処罰することは, 刑罰法の基本原則に反する｣ と強調し, ｢行為者がたま
たま国家公務員の身分を有していることの一事により行為の危険性を捨象
して一律に右罰則に該るとすることは, 憲法31条に反するものといえよ
う｣ とする｡ 団藤と違い抽象的危険犯説に立ちながら, 当該事件において







































60(1185) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
この点, 高松簡易保険局事件判決で有罪判決の決め手となった中村裁判
官の補足意見は, ｢選挙運動への積極的関与という行為自体がもつ上記法


























法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 61(1184)
(26) 艦船覆没事件最１判1980.12.9 刑集34巻７号513頁 (谷口補足意見)｡
(27) 抽象的危険犯論については, 山口厚 『危険犯の研究』 (1982年・東大



























































































































64(1181) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 65(1180)
論
説
Two Decisions of the Tokyo High Court
on the Political Freedom of National Government Employees
Toru NAGAOKA
Introduction
1 Summary of Two Decisions
1) The Horikosi Case
2) The Setagaya Case
2 Method of Judicial Review on the Reasonable Relation between
Legislative Aim and the Regulation
1) Political Neutrality of the National Government Employees
2) Reasonable Relation and Legal Conscience of the People
3 As Applied Scrutiny under Prior Supreme Court’s Rulings
4 Value of the As Applied Ruling of Horikosi Case
Summary
